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我が国における正確な位置情報の提供
世界的な基準（国際地球基準座標系）に基づく位置を提供することで、我が国の国土の

位置を高精度に明示するとともに、経済社会活動に必要となる位置の基準を提供。
特に、電子基準点は、衛星測位を用いることで、国土のどこでも統一した基準に基づく位置

に着実にアクセスするための環境を提供するもの。

電子基準点網

世界的な基準（国際地球基準座標系）
の決定に貢献

GPS

準天頂衛星

出典:qzss.go.jp

各種測量・地図作成 国家座標に基づき各種測量が行われる

各種サービス

各種測量
（３次元地図作成等）

三角点・水準点

電子基準点

VLBI

衛星測位を用いることで、国土のどこでも統一した
基準（国家座標）に基づく位置を提供可能

VLBI
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電子基準点（GEONET）とは
位置を知るための人工衛星からの電波を常時観測する施設

全国に約1,300か所設置
外観は高さ５ｍのステンレス製ピラー
上部にGNSS衛星からの電波を受信するアンテナ
内部には受信機と通信用機器等が格納
基礎部には、金属標が埋設

電子基準点

最東点「南鳥島」

最南点「沖ノ鳥島」
最西点「与那国B」

GNSSアンテナ

金属標

「東京千代田」

「富士山」

最北点「稚内３」

3



GEONET（GNSS連続観測システム）の概要

※地理院地図を加工して使用

観測点周辺の電子基準点を基準局に
利用することで、基準局の観測が 不要
となり、GNSSを利用した測量が効率化。

基準局
（電子基準点）

３ 地殻変動の監視

■リアルタイム解析

電子基準点のGNSS観測データを解析
することで、地震等に伴う地殻変動を監視。

■変動図

（2016年熊本地震）

中央局（つくば）

電子基準点（つくば１）

１ 測量の基準点

観測点（静止）

ガリレオ（ＥＵ）

準天頂衛星（日本）

グロナス（ロシア）

GPS（米国）

GNSS衛星

GEONET（GNSS連続観測システム）
（GNSS Earth Observation NETwork System）

●電子基準点と中央局からなるシステム
●GNSS衛星データの観測
●GNSS衛星のデータ解析、収集、提供

事業者

補正情報

補正情報と移動局のGNSS観測データを
組み合わせ、移動局の位置をcm精度で
リアルタイムに算出。

移動局

２位置情報サービスの支援

電子基準点

観測データ 4



電子基準点の歴史・経緯

1994年 COSMOS-G2の運用開始（110点）←南関東・東海地域のみ
(Continuous Strain Monitoring System with GPS by GSI)

2011年 東北地方大平洋沖地震（M9.0）

1994年 GRAPESの運用開始（100点）←全国を網羅
(GPS Regional Array for PrEcise Surveying)

1996年 GEONETに統合し、運用開始
(GPS Earth Observation NETwork)

1995年 阪神・淡路大震災を契機に、観測点の拡張を決定

2003年 IP-VPN網でのリアルタイムデータ取得が本格的に開始

110

210

610

1200

2013年 GLONASSとQZSSのデータ提供を開始

1240

1273

2017年 Galileoのデータ提供を開始1318

点数 経緯
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電子基準点を1300点とした理由
地震防災対策特別措置法第７条第２項第３号に基づき、地震調査研究推進本部は地震に関する
総合的な調査観測計画を策定しており、中核となる基盤的調査観測等についての検討を実施。

地震に関する基盤的調査観測計画 （平成９年８月 地震調査研究推進本部）

基本的な考え方
地殻歪の蓄積を捕捉するために、当面、水平距離で２０～２５ｋｍ程度の間隔の三角網を目
安にして全国的に偏りなくGPS連続観測施設を設置することが適当

今後の計画
当面、水平距離で２０～２５ｋｍ程度の間隔の三角網を目安にＧＰＳ連続観測施設を設置
するよう努める

地震に関する総合的な調査観測計画 ～東日本大震災を踏まえて～
（平成26年8月 地震調査研究推進本部）

調査観測の現状と今後の計画
国土地理院は，全国に設置した電子基準点と地殻変動の監視を目的に設置した観測点を合わ
せ，約1,300か所のGNSS連続観測点を展開しており，今後とも継続的に観測を行う 6



電子基準点関係業務

電子基準点の維持管理
電子基準点の観測データの提供
• インターネットによるアーカイブデータ提供とリアルタイムデータ配信

GNSS衛星の軌道情報（暦）の算出・提供
正確な位置情報の提供
• 測量の基準点としての成果の公表・管理
• 電子基準点の日々の座標値の算出・提供
• 地殻変動情報（パラメータ）の作成・提供

リアルタイム解析の実施
民間等電子基準点制度
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電子基準点の維持管理の状況
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電子基準点の維持管理状況

停電対策、通信の確保
・引込柱更新
・省電力化
・電源強化
・通信二重化

筐体更新等

電
子
基
準
点

システム保守・運用 定期的な機器更新 耐災害性強化

解
析
シ
ス
テ
ム
等

・ネットワーク運用
・現地調査
・周辺環境整備（樹木伐採）
・移転

運用に必要な機器
の定期更新
・受信機
・アンテナ
・バッテリー
・その他機器更新

筐体のメンテナンス

・解析システム保守
・解析技術の維持
・データ配信拠点の維持

中央局(つくば)

サーバやソフトウェアの更新 データ配信拠点や解析局等の冗長化

配信配信局
（新宿）

第2拠点 配信
（冗長化）

現地調査

現在は、1つの配信局から
データを配信。⇒ 脆弱

・配信拠点の二重化

○ 電子基準点は、高精度な位置情報が求められる社会経済活動に不可欠な基盤
○ 電子基準点、中央局・ネットワークが故障・停止すると、社会経済活動に大きな支障を与えるため、

安定運用が必要だが、必ずしも十分ではない状況

主に補正予算により可能な対策から実施

電子基準点に求められる品質やサービス水準等について整理し、妥当性や実現可能性を踏まえ検討する必要
9



電波の妨害・干渉対策

GPS（米）
準天頂衛星

（みちびき）（日）

グロナス（露）

ガリレオ（欧）

測位衛星（GNSS）

携帯基地局等からの電波による干渉

妨害電波によるジャミングやスプーフィング

対策

現状、対策できていない。

ジャミング
スプーフィング

電波干渉

妨害を回避又は検知するための技術の開発・導入が必要

○ 電子基準点の安定運用には、他の電波による妨害や干渉への対策が必要。
○ 特にジャミングやスプーフィング対策が必要。

GNSS以外の電波が解析結果
（座標時系列）に影響した事例

携帯電話の電波の影響を
受けにくいGNSSアンテナを
導入

意図しない欠測やデータの改ざんを防止するための（サプライチェーンリスクの観点も含めた）取組として、
どういった対策が必要か。
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観測データの提供状況
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電子基準点観測データの提供状況

有償/無償利用分野提供方法データの種類

無償
（配信機関が行う配信
にかかる実費は、配信先
の位置情報サービス事
業者が負担）

高精度測位サービスの提供
・RTK
・ネットワーク型RTK（VRS）
・CLAS
・PPP

配信機関を通じた
リアルタイム配信

リアルタイム観測データ

無償公共測量
研究
測位サービス等

FTPによる提供１秒
観測データ

アーカイブ
観測データ

無償公共測量
研究 等

FTPによる提供30秒
観測データ

○ 令和６年７月現在、国土地理院の電子基準点のデータは、リアルタイムデータ配信による提供と
観測後のアーカイブデータによる提供を実施

○ データ自体はオープンデータとして無償で公開
○ リアルタイム配信にかかる実費については、配信先の位置情報サービス事業者が負担
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リアルタイム観測データの提供
○2002年に電子基準点の１秒観測データのリアルタイム配信を開始（200点）
○その後、対象点数を拡大し、現在では配信機関を通じて、位置情報サービス事業者に配信
○ネットワーク型RTK（VRS）や準天頂衛星「みちびき」による高精度測位サービス（CLAS）で利用

高精度測位社会を実現

出典：第１回中山間地域における道の駅
等を拠点とした自動運転ビジネス
モデル検討会資料

出典：地理空間情報活用推
進会議事務局

G空間プロジェクトパンフレッ
ト

出典：ANAホールディングス株式会社

ドローン物流

自動運転 スマート農業

ICT施工

GPS（米）

準天頂衛星
（みちびき）（日）

グロナス（露） ガリレオ（欧）

測位衛星（GNSS）

電子基準点

電子基準点網
（GEONET）

管制局

電子基準点のデータから
補正情報を作成し、
準天頂衛星から発信
センチメーター級測位補強情報(CLAS)

位置情報サービス事業者が
補正情報を作成し配信

国土地理院が
地殻変動補正情報を
作成し提供

サービス事業者管
制局中央局

電子基準点の
データを収集・提供

補正情報

近年では、位置情報
サービス分野での利用
が活発化

13



リアルタイムデータ配信

災害等の通信障害による影響を少なくするため通信を二重化
データロスを防ぐために両回線からのデータをマージ※

NTT
（VPN）

GEONET
中央局

ドコモ
（VPN）

ドコモ専用線（UNO）

電子基準点

携帯基地局

au LTE

光
どちらか NTT専用線

docomo
LTE

※両回線からのデータをマージ
観測データは２つの通信回線に同時に送信され、
データ受信部では、先に到着したパケットを使用する。

リアルタイム観測データの配信
（配信機関経由）

新宿データ
センター

配信機関への通信二重化は
実施できていない

電子基準点リアルタイムデータ配信は20年前の制度設計が継続
しているが、技術の動向も踏まえた見直しが必要か？

14



GNSS衛星の軌道情報（暦）
の算出・提供
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GNSS測位と精密暦（せいみつれき）

• GNSS測位では、衛星の位置（暦：れき）を基準として、地上の位置を計測
• 暦には概略位置を衛星から直接配信する放送暦（ほうそうれき）と、世界規模の

GNSS観測局データから高精度で決定する精密暦（せいみつれき）がある。
• 精密暦は日本の測量の基準となる位置（国家座標）の計算に必要
• しかし、精密暦の生成はボランティアベースの国際協力（IGS: 国際GNSS事業）

に依存している上に、QZSSの公式な精密暦は提供されていない。

衛星の位置情報

ユーザの
位置を推定GNSS観測局



【参考】 国際GNSS事業（IGS）とは

国土地理院の観測局（つくば、石岡、新十津川、姶良、父島、
南鳥島、南極昭和基地）のデータをIGSに提供することで、
国際地球基準座標系（ITRF）の構築等に貢献

国土地理院のIGS点（観測データの提供）国際GNSS事業（IGS）
1994年設立。現在では世界各国・各地域200以上の
機関の国際協力により運営。
GNSSによる着実な位置情報へのアクセスを目的とした
国際組織
GNSS 観測網の維持と精密軌道情報等の高精度測位
に必要な基盤情報を提供

〇 衛星測位では、衛星の精密な軌道情報や、世界的な座標系の維持が必要。
〇 国土地理院は、GNSSの利用促進を目的とした国際組織である国際GNSS事業（IGS）に参加。
〇 観測データの提供等を通じて、IGSに対して定常的にプロダクトを提供。

つくば（茨城県） 石岡（茨城県）

南鳥島 昭和基地（南極）

新十津川（北海道）

姶良（鹿児島県）

IGSに参加しているGNSS観測局

IGSが主催する国際会議
（IGS Workshop） IGSのミッション
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○ 昨今の世界情勢を鑑みて、JAXAと協力し、他国に頼らずQZSSを含めた我が国独自の精密な衛星
位置を安定的に提供する環境整備を実施

○ 本取組が国際GNSS事業に認められ、2023年12月、日本で初めてIGSの「解析センター」に認定

 取組概要～
• 国土地理院・JAXAの協力※により、我が国独自の方法で、みちびきも含めた精密暦を安定的に算出する体制を構築し、

13番目の機関としてIGSへ提供
国土地理院：電子基準点の解析知見を生かした精密暦の算出
JAXA：運用に基づく解析ソフトウェアの改善

• 13機関がIGS解析センターとして精密暦を計算（米国のNASAや欧州のESA等の宇宙機関、米国のNGS等の国家測量機関も参加）
• IGSにより統合処理されたIGS暦がデファクトの精密暦

※衛星測位に関する取組方針（令和3年4月内閣府）

 効果・展望～
• 各種測量や高精度測位の基礎となる我が国の正確な位置を国内で自律的に維持・管理することが可能に
• IGS暦へのみちびきの取込みに向けた活動を展開

文部科学省（JAXA）と国土交通省（国土地理院）を中心に、
安定的なGNSSの軌道時刻推定に向け、精度の改良、ノウハウ
の集約・維持、人材の確保や育成に係る産学官全体での取組を
強化する必要がある。

IGS解析センターへの参画
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IGS解析センターとしてのJAXAとの連携
技術開発はJAXA、実装は地理院と役割分担し、高度な技術力と実装力を確保

解析ソフトの
開発、貸与

性能評価、
フィードバック

研究開発運用

25年以上にわたる
GNSS解析技術の蓄積

精密暦を推定する
ソフトウェア「MADOCA」
を開発

精密暦の算出
性能評価
外部提供

解析ソフトの維持・管理
〃 改良・機能追加
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正確な位置情報の提供

20

• 測量の基準点としての成果の公表・管理
• 電子基準点の日々の座標値の算出・提供
• 地殻変動情報（パラメータ）の作成・提供



正確な位置情報へのアクセス環境を提供
宇宙測地技術を活用して国際的な基準に整合した地球上の正確な位置を決定するとともに、
衛星測位により正確な位置情報を国内のどこでも得られる環境を構築
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• 通常、GNSS測量を行う際は、最低2つの観測点で同時に観測が必要

• その片方を既知点としてGNSS測量機を設置

• 電子基準点の測量成果と観測データを利用することで、既知点の観測を電子基準点
で代替できる

既知点：
緯度・経度・高さ（国家座標）
が分かっている点

既知点の観測を電子基準点で代替でき、作業や測量機器の配置を効率化

測地基準系の維持（各種測量の基準点）



電子基準点の測量成果、観測データ等の提供

データ提供ＨＰ

測量成果や観測データはHPから公開。観測データについてはリアルタイム配信も実施

測量分野における利用
・国土管理の各工程で，測量（cm級）は不可欠

地籍測量，公共工事の施工，地図作成等

・現在ではGNSS衛星を用いた測量技術が普及
GNSS測量はTS測量より効率的

各種情報の提供は、基本オープンデータとしつつも、
対象者の多寡、 情報の品質・サービス水準、付加価値の観点から
国として対応すべき水準の検討が必要

23

高精度測位サービスにおける利用
・ドローン物流やICT施工、スマート農業等においてGNSS測位が普及



日々の座標値の算出

ITRF97へ準拠座標系を更新
アンテナ架台毎の位相特性モデル導入

ITRF2000へ準拠座標系を更新
解析ネットワークの変更
速報解・迅速解の生成

ITRF2005へ準拠座標系を更新
位相特性モデルを絶対モデルに変更
解析固定点の座標計算手法を変更

ITRF2014へ準拠座標系を更新
解析固定点の座標計算にグローバル解析を導入

当初、地殻変動監視を主な目的として、1996年から第1版（F0）を開始
その後、2001年に第2版（F1）が開始され、解析結果を公表
改訂の度に準拠座標系の更新、最新の物理モデル・解析ソフトウェアの導入等、
より高い精度を目指した改良が行われている

現在の最新版第5版（F5）の提供を令和３年４月１日から開始

日々の座標値の計算はBernese、電子基準点の成果計算はGAMITを使用 24



地殻変動補正①
○ 日本は複数のプレートの境界に位置しており、プレート運動に伴った地面の動き

（地殻変動）が大きい。
○ 衛星測位により位置を決定しても、地図を作成した日から時間が経過するほど、

地図などの測量成果とのズレ（プレート運動に伴う地殻変動量）が大きくなる。

地殻変動があるため、観測時期が異なる位置
情報はズレが生じる
→元期（統一した過去のある時点）で位置

情報を表記する
※東日本は2011-05-24、それ以外は1997-01-01

最大約10cm/年の水平変位

測位結果と国家座標の差は最大2.3m
地図に基づく位置情報サービスの利活用に

は不可欠

電子基準点で把握した国家座標からのズレ
(測量成果と2022年1月1日の日々の座標値の差）
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地殻変動補正②
○ 地図（国家座標）と測量・測位のズレを補正する地殻変動補正情報を作成し、提供。
○ GPSやみちびきなどの測位衛星により得られた位置を、基準日時点の地図（国家座標）

に合わせることで、いつでも安心して位置情報サービスを利用できる。

地殻変動により大地は常に動いている。GPSなどによる
衛星測位の位置が地図と合わない可能性あり。

既存の地図との重ね合わせ

地殻変動を補正するしくみ

地殻変動の影響に
より測位結果が地
図上でずれて表示

電子基準点網の
地殻変動データ
電子基準点網の
地殻変動データ

ズレが解消
正確な位置で表示

補正情報
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リアルタイム解析の実施
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地殻変動の監視・・・巨大地震のリアルタイム監視

後処理解析
［精度重視］
（F5)

後処理解析
［精度重視(速報)］

（R5）

後処理解析
［精度＜即時性］

（Q5）

後処理解析
［緊急時用］
（S5）

電子基準点
リアルタイム
解析

（REGARD）

概要
（解の名称）

２４時間２４時間６時間２～５時間１秒使用データ時間

２週間～１日～７時間～３時間～１０分後結果が出るまで

即時性

～数mm～数mm～１cm～２cm５cm～水平精度

～１cm～２cm～数cm～数cm１０cm～上下精度

解析精度
麦畑の畝がずれている様子

日本全国約1,300点の電子基準点の位置を，リアルタイムで解析
地震発生後，電子基準点の変動量を自動で計算
地震計と異なり，巨大地震でも振り切れない

概

要

地震時地殻変動
の計算

地震規模の推定電子基準点データ
の収集・解析

計算処理のフロー

電子基準点の解析手法の種類

※ REal-time GEONET Analysis system for Rapid Deformation monitoring
REGARD（電子基準点リアルタイム解析システム）

自動送信メールで
関係機関等へ情報提供

地震発生後10分程度で，
水平5cm、上下10cm以上の地殻変動を把握

●関係機関の活用事例
本省（災害対策室）: 発災直後の被害状況把握・初動対応
内閣府 ：津波浸水被害推計システム
気象庁 ：津波警報更新時の参考情報
JR東海 ：鉄道運行の津波への対応力強化

巨大地震発生時に、リアルタイムで地殻変動量・地震規模を推定し提供

東北大学との共同研究により開発

地震発生

麦畑の畝がずれている様子
（平成28年熊本地震時）

地震は断層運動によって発生する

令和６年能登半島地震での地殻変動(水平)
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REGARD（地震・火山）における産学官連携

○国土地理院は、東北大学大学院理学研究科と共同で、全国約1,300点の電子基準点における地殻
変動を自動で計算し、リアルタイムで地震規模や岩盤のずれを推定する「REGARD」を開発し、実装

○東北大学は、地震規模、地殻変動データ、地形データを入力値としてリアルタイムに津波浸水被害予
測を実施するフォワード型のシステムを構築

○JR 東海では、地震発生時に列車を自動的に停止させる地震防災システムのほか、地震防災訓練など、
ハード・ソフトの両面で地震時の安全対策の強化

産学官の役割分担を整理し、国として電子基準点を維持・管理していくことの必要性を整理する必要
29

・衛星からの電波で位置を特定
・全国約1,300か所に設置

国土地理院より

電子基準点

東北大学より

津波浸水深(時刻歴)



民間等電子基準点

• 近年、スマート農業等で民間等によるGNSS連続観測局が設置され始めている
• GNSS連続観測局は位置情報サービスの要であり、もし設置者ごとに規格や準拠座標系が異な

る場合、 利用者に混乱を与えてしまう可能性がある
• 民間等のGNSS連続観測局の性能を評価し、 級別に登録する制度として、令和元年10月に

「民間等電子基準点の性能基準及び登録要領」を制定

計Ｃ級Ｂ級Ａ級

2,329 点16 点2,166 点147 点

登録前の性能評価については延べ2,985点評価済み

■民間等電子基準点 登録点数（令和６年７月２５日時点）

民間等電子基準点の登録までの流れ（概要）

国土地理院に登録された民間等電子基準点を利用していただくことで、
国家座標に準拠し、 一定精度を有するGNSSデータを利用することが可能

電子基準点と民間等電子基準点との役割分担の整理が必要
民間等電子基準点の制度の実効性や信頼性を高めるため、施策の方向性や運用上の改善点を確認
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電子基準点の利活用状況
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電子基準点データの学術分野での利用状況
Google Scholar での検索件数 約7,410件
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測量・測位以外での利用

情報通信研究機構における宇宙天気予報への活用事例
33



測量・測位以外での利用

令和3年度数値予報解説資料集（気象庁）より
34



法律、重要計画での位置づけ
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GEONETに関する制度（測量法）
測量法（昭和24年法律第188号）
（測量標）
第十条 この法律において「測量標」とは、永久標識、一時標識及び

仮設標識をいい、これらは、左の各号に掲げる通りとする。
一 永久標識 三角点標石、図根点標石、方位標石、水準点標石、

磁気点標石、基線尺検定標石、基線標石及びこれらの標石の代
りに設置する恒久的な標識（験潮儀及び験潮場を含む。）をいう。

測量法施行規則
（測量標の形状）
第一条 測量法（以下「法」という。）第十条第二項に規定する測

量標の形状は、別表第一のとおりとする。
別表第一（第一条関係）
一 永久標識の形状
１ 三角点標石又はこれに代わる標識
チ 電子基準点標識

図はe-govより
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政府の重要計画での電子基準点関係記載

経済財政運営と改革の基本方針2024（いわゆる骨太の方針）

第2章 社会課題への対応を通じた持続的な経済成長の実現
３．投資の拡大及び革新技術の社会実装による社会課題への対応
（１）（DX）

防災・減災や安全保障にも資する地理空間（Ｇ空間）情報の整備・利用拡大と社会実
装に向け、準天頂衛星等の更なる整備や衛星データの利活用を進める。

新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2024年改訂版

Ⅸ．経済社会の多極化 １．地方創生とデジタル田園都市国家構想の実現
（２）デジタル田園都市国家を支える地域交通、教育の整備
①自動運転の社会実装 P59
自動運転の安全な運航等のための地理空間情報（G空間情報）の整備・活用を進

める。
Ⅹ．個別分野の取組 １．宇宙 P62

他国のGPSに頼らずより精緻な測位を可能とする準天頂衛星システムについて、７機体
制を着実に整備しつつ、11機体制に向けた検討・開発を進める。
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基本測量長期計画での関連記載

３．基本方針・計画期間
（１）本計画の基本方針
②測量のみならず測位分野における基本測量の役割の増大に対応した取組に重点を置く。

４．国家座標に基づく測位と測量
（１）共通の位置の基準である国家座標の整備及び保全の推進
・全球統合測地観測システム、国際VLBI事業、国際GNSS事業、南極域での測地観測等国際協働観測に参加し、地
球の形状・回転・重力場を定める宇宙測地技術のコアサイトとして、国連総会が決議した世界共通の位置の基盤である
「地球規模の測地基準座標系」の構築・維持を推進する。

・国の安全の観点から、我が国独自にGNSS衛星の正確な軌道情報を算出し、安定的に提供することで、これらを海外から
取得せずとも衛星測位により迅速かつ安定して正確な位置を得られる環境を構築する。

・国家座標の基盤である電子基準点を維持管理し、国土のどこでも衛星測位を通じて正確な国家座標を利用できる環境
を維持するとともに、電子基準点リアルタイムデータの安定的な配信を確保するため、GNSS連続観測システム
（GEONET）の冗長性・抗堪性の向上、国家座標の維持管理への精密単独測位（PPP）の導入等によって、電子基
準点を基盤とする高精度な測位・測量環境の安全性・耐災害性を向上させる。

・高精度な精密重力ジオイドを整備し、全国の標高を精密重力ジオイドに基づく値に刷新する。この際、関係機関への情報
提供を遅滞なく適切に行う等、標高改定の円滑な実施に努める。また、精密重力ジオイドに基づき標高を決定するGNSS
標高測量を導入し、明確な基準日（元期）における精密な標高を衛星測位によって迅速に得られる環境を整備する。さ
らに、地殻変動で日々変化する座標値の利用を可能とするダイナミックな位置の基盤（ダイナミック測地系）の試行を開始
する。これにより、日々の測量業務が効率化されるとともに、地震等により大規模な地殻変動が発生した場合でも迅速に測
量成果を改定し、迅速な復旧・復興工事が可能となる。

・国家座標の時間管理を導入することにより、任意の時点で地殻変動補正を行った正確な位置情報を国土のどこでも利用
可能とする基盤である4次元国家座標が構築され、位置情報を扱う幅広い分野での国家座標の活用促進、社会全体の
生産性・安全性が担保される環境を実現する。

・民間等電子基準点の利用等により地殻変動補正の分解能を向上させる。 38



基本測量長期計画での関連記載

（２）高精度測位技術の一般化の推進
・「官民データ活用推進基本法」や「オープンデータ基本指針」等を踏まえ、電子基準点の観測データ等の電子基準点に関
わるデータが容易に利用できる環境を維持するとともに、必要に応じた拡張を行う。

・民間等電子基準点を用いた多様なサービスの発展を見据え、民間等電子基準点の精度評価を引き続き行い、利用者が
安心して各種サービスを安定的に利用できる環境作りを行う。

・電子基準点の利活用を拡大するため、精密暦の提供等、国家座標に準拠した高精度測位の結果を利用者が容易に得
られる環境を整備する。

６．測量技術を活用した防災・減災、災害対応の推進
（１）災害を予防し、発災時の被害を低減させるための取組
・干渉SAR技術や衛星測位（電子基準点等）を用いて、地震や火山活動に伴う地殻変動の定常的な監視を行うととも
に、地震・火山活動の評価に必要な変動情報の提供を行う。

（２）被害情報を迅速に把握して迅速な救助・復旧・復興を可能とするための取組
・干渉SAR技術や衛星測位（電子基準点等）を用いて地殻変動の監視を行い、地震又は火山活動に伴って地表が大き
く変動した範囲を迅速に特定するとともに、復旧・復興に資する発災後の正確な位置情報の提供を行う。

・巨大地震発生時に地殻変動の状況からマグニチュード等を求める仕組み（電子基準点リアルタイム解析の手法
（REGARD））について、精度及び堅牢性・安定性を向上させ、精度の高い津波の予測に必要な情報を引き続き関係
機関に提供する。
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電子基準点の周辺環境
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準天頂衛星の状況

宇宙基本計画行程表より
ジャミングやスプーフィング対策として信号認証サービスの活用も検討が必要か？ 41



国連における測地関係の動き①
• 2024年5月、国連（Global Geodetic Center of Excellence）から

人工衛星の運用を下支えする、測地（基準となる位置情報）の重要性
その現状と持続可能な運用の必要性

を示し、加盟国の取組を求める報告書が公開された

国連報告書
｢Hidden Risk｣

要約版
（ブリーフ用）

42



国連における測地関係の動き②

• 現代社会は、人工衛星に依存
※ 米国では、通信・電気ガス・金融等１８の必須基盤セクター中

１５分野がGPSに依存（米国Department of Homeland Security）
※ 世界のGNSS関連業界は2031年までに4920億ドル（成長率9.2％）

• 衛星の運用には、
宇宙での衛星の位置（衛星軌道情報）
宇宙での地球の位置（地球形状、回転、重力場）

が不可欠

• これらの地球と衛星の場所の情報は、測地プロダクト
• 地球も衛星も動き続けているため、継続的な更新が必要

• 衛星軌道情報など測地プロダクトの生成には、
観測からプロダクト提供まで一連の測地サプライチェーンが必要 43


